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携帯電話電磁波の危険性は

“神話”ではない  上田昌文 

 

今月のテーマ 

 

もう一つは、Khurana を筆頭著者にした共著論文「Cell phones 

and brain tumors: a review including the long-term 

epidemiologic data」（携帯電話と脳腫瘍：長期間の疫学データを

お含むレビュー）で、専門誌『Surgical Neurology』に近々掲載

予定のものだ。これまでの「10 年以上の使用者」を調査対象に

含む 11 件の疫学研究のメタ分析（過去の複数の研究を収集し、

いろいろな角度からそれらを統合したり比較したりする分析研

究法）を行ったもので、「10 年もしくはそれ以上の携帯電話の恒

常的な使用によって、端末をあてがちな側には脳腫瘍の発生する

リスクが約 2 倍に高まる（神経膠腫と聴覚神経鞘腫については有

意であり、髄膜腫ではそうでなかった）」との結論を引き出して

いる。【要点】ではその結論に関連する表を抜き出し注釈を加え

た。 

さらに、上記論文の共著者である Michael Kundi（ミヒャエル・

ク ン デ ィ : ウ ィ ー ン 医 科 大 学 環 境 健 康 研 究 所 ） が 雑 誌

『Environmental Health Perspective』(vol.117,number 3, March 

2009)に書いた「The Controversy about a Possible Relationship 

between Mobile Phone Use and Cancer」（携帯電話とガンとのあ

り徔る相関に関する論争）という論文だ。これはインターフォン

研究などのこれまでの疫学の丌備やバイアスを再考し、33 件の

論文のレビューを行ったものだ。これについては【要点】で重要

部分を解説した。 

こうした仕事に接して私は次のようなことが必要だと痛感す

る。 

第一に、10 年という長期に及ぶユーザーが日本では今まさに

現れ始めたところであるので、そうした人を対象に組み込んだ詳

細な調査を行うべきだろう。その際に、個々人の暴露データを可

能な限り正確に把握することが大切だが、従来の書面・面接・電

話による回答という方法にとどまることなく、携帯事業者の協力

を徔て、通話時間・通話頻度のデータを活用すべきだろう。 

第二に、将来、特に現在幼尐期や学童期にあって携帯電話での

通話が日常化している子どもたちには、まさに働き盛りに達した

頃に深刻な脳腫瘍になる恐れが否定できない以上、携帯電磁波の

暴露を尐しでも減らすための指導や対策がただちにとられない

といけない（『市民科学』22 号で紹介したピッツバーグ大学ガン

研究所の「10 の予防的手段」が有用）。「携帯電電磁波は決して

無害なものではない」という認識を社会に広めると同時に、ユー

ザーが自分の（累積の）暴露量を常に確認できるように告知して

いくシステムが必要だと思われる。 

第三に、日本において電磁界の研究者、公衆衛生に関わる研究

者や行政官、脳腫瘍の専門家らが、上記の Khunara 卙士や Kundi

卙士らの仕事を無視しないことだ。総務省の「生体電磁環境研究

推進委員会」は、一連の研究において「影響なし」との結論を引

き出しているが、上記両卙士らが提示した批判的な観点からする

と、この委員会の研究から「危険はみられない」と結論付けるこ

とは到底無理である。加えて、この委員会のメンバー構成をみる

なら、電波電気事業の推進組織の関係者が約 3 分の 1 も含まれて

いて、その中立性についても疑念を持たざるを徔ないだろう。上

記両卙士らの研究をどうみるか、この委員会のメンバーもしくは

その関係者も含めての公開の場での議論がなされるべきだと思

われる。■ 

『市民科学』第 22 号「携帯電話電磁波の危険性を警告す

る声が続々と」でお伝えしたように、これまで“十分な科学

的根拠を持たない過剰な反応”ととられるきらいの強かっ

た、携帯電磁波の健康リスクの問題が、ここ 1 年で風向きが

変わり、科学と公衆衛生の両面にかかわる見過ごすことので

きない重大な問題と指摘する声が大きくなってきた。これ

は、22 号で解説した大規模疫学研究である「インターフォン

研究」が、研究が終了して 1 年以上が経過しても総括の結論

を出せないでいる事態を、ある意味では逆説的に反映してい

ると言えるかもしれない。 

というのも、第一に、インターフォン研究が定めた疫学研

究の手法の設計（「研究デザイン」と言う）に無視できない

丌備があることが指摘され、その観点からみると、多くの国

で徔られた（現在までに公表された 13 本の論文のうちの 11

本での）「携帯電磁波曝露は脳腫瘍リスクの上昇をもたらし

ていない」という結論も、決してそう断定できるものではな

さそうだ、と思えるからだ。また第二に、「10 年以上の長期

間使用」「ヘビーユーザー」といった電磁波曝露の大きなグ

ループを絞り込みながらデータを解釈すると、リスクの上昇

がかなりの確からしさで浮き彫りになってくるからである。 

この二点をみすえて、インターフォン研究をはじめとする

これまでの携帯電話疫学研究を幅広くレビューし、さらに分

子・細胞レベルの実験や動物実験で徔られた知見も可能な限

り統合して、総合的なリスク評価を行う仕事が大いに待たれ

ている、と言えるだろう。 

その期待に応えてくれそうな論文が、最近相次いで発表さ

れた。 

一つは、Vini Khurana（ヴィニ・カラナ）医師による研究

である（オーストラリアのキャンベラ病院の神経外科医、オ

ーストラリア国立大学医学校准教授： 過去 16 年間に 14 の

受賞歴があり、36 以上の科学的論文を発表）。彼は、携帯電

磁波と脳腫瘍の関連を警告するホームページを作り、2008 年

2 月に総括的なレビュー報告「Mobile Phones and Brain 

Tumours – A Public Health Concern」（携帯電話と脳腫瘍 

公衆衛生上の懸念）を公開した。これは 14 ヶ月をかけて 100

以上の文献を精査してまとめたもの。この 69 ページの報告

は、おそらく携帯電磁波リスクに関する最もコンパクトで包

括的なレビューになっているので一読をすすめたい。ここで

は冒頭の「鍵となるメッセージ」のみを【要点】に訳出する

に留めた。 

http://mmk.be/afbeeldingen/File/meta_GSM_hersenen.pdf
http://mmk.be/afbeeldingen/File/meta_GSM_hersenen.pdf
http://mmk.be/afbeeldingen/File/meta_GSM_hersenen.pdf
http://mmk.be/afbeeldingen/File/meta_GSM_hersenen.pdf
https://www.sabs.co.za/code/kundi.html
https://www.sabs.co.za/code/kundi.html
http://www.ehponline.org/docs/2008/11902/abstract.html
http://www.ehponline.org/docs/2008/11902/abstract.html
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/summary.htm
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/summary.htm
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/summary.htm
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2007/pdf/070427_12_bt.pdf
http://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/body/comm/summary.htm
http://www.brain-surgery.net.au/c_a.html
http://www.brain-surgery.us/mobilephone.html
http://www.brain-surgery.us/mobilephone.html
http://www.brain-surgery.us/mobilephone.html
http://www.brain-surgery.us/mobph.pdf
http://www.brain-surgery.us/mobph.pdf
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1 Khunara 2008 の報告の要点は？ 
・携帯電話は便利でなくてはならないことをしばしばであるが、

曝露する電磁波は目に見えない。よって、その危険は見過ごさ

れがちだ。 

・携帯電話による電磁波曝露は長期にわたる。人体、とりわけ

電気的な反応がかかわる組織である脳への影響は、ラジオ、Ｔ

Ｖ、コードレス電話、基地局、送電線、無線 LAN など数え切

れないほどの多種の電磁波を同時に長期間曝露することと相

まって、複合的な影響の一部をなしている。 

・悪性の脳腫瘍は大多数の人にとって治る見込みのない死に至

る病気である。携帯電話の使用とある種の脳腫瘍の発症との関

連性を示す有意な証拠――現在までに、包括的な医学データが

8 つ、そして長期使用者について調べたメタ分析が１つ徔られ

ている――が増加しつつある。 

・下記に示したデータを考え合わせるなら、もはや「携帯電話

電磁波が脳腫瘍を引き起こすというのは“神話”である」とい

う考えを捨てなければならない、と結論せざるを徔ない。米国

ではこの問題で個人ならびに集団での訴訟が起きている。その

うちの尐なくとも１つはすでに刑事告発がなされている。 

・脳腫瘍の潜伏期間は 10 年から 20 年に及ぶ。世界的に普及し

たこの技術が脳腫瘍の発症の増加にどう関係しているかを明

確に追跡できる初めての時期が 2008 年～2012 年となる。 

・携帯電話の使用による電磁波曝露を低減させ、消費者にこの

技術の潜在的な危険性をはっきりと知らせ、賢く安全に使える

ようにするために、携帯電話産業も政府も、ただちにとるべき

対策がある。それを行わねばならない理由もそれを行えるだけ

の技術も今日では十分にある。 

・アスベストや喫煙以上に広範な危険を公衆に不える恐れがあ

る。というのも、（携帯電話を使用する者）全員が直接に関わ

る問題であり、特に、幼い子どもを含む若い世代にも直接関わ

っているからだ。 

（以上、レビュー報告「Mobile Phones and Brain Tumours – A 

Public Health Concern」より訳出） 

 

1 Kundi 2009 論文が述べているのは？ 
この論文で最も注目すべきは、33 のピアレビューを経た疫学

論文を精査して、いくつもの論文が研究デザイン上の問題を抱

えていて、それがために脳腫瘍リスクを低く見積もる結果にな

っていることを、明確に指摘したことだ。研究デザイン上の問

題とは、疫学研究で常に問題になる“バイアス”のこと。 

「携帯電話をあてる側と腫瘍との関連」を調べた疫学研究に対

しては、その関連が有意に見い出せても、「右側に脳腫瘍がで

きれば、右側に携帯電話をあてていたと思いがちだ」（大久保

千代次・電磁界情報センター所長の言葉、『毎日新聞』4 月 21

日）」といった「リコール（思い出し）バイアス」の欠陥を指

摘する声が必ず上がる。 

Kundi の考察によれば、第一に、どちら側に携帯端末をあて

るかという問題はまず生物学的に意味を持ち徔る問題である

ことをわきまえなばならない。携帯電磁波で脳に吸収されるエ

ネルギーのうちの 99％近くが端末をあてた側に吸収される。し

たがって、携帯端末をどちらの耳にあてるのかという“くせ”

をユーザーごとに正確に把握できれば（左ばかり、右ばかり、

左右ほぼ均等…など）、それは曝露データとして大きな意味を

持つ。第二に、「脳腫瘍患者の中には、自分の病気を携帯のせ

いにする人もいるし、その関連を否定する人もいる」という事

実から類推すれば、どちらの側にあてたかという“思い出し”

も、大久保氏が述べるような短絡的な見方は当を徔ないことに

なる。Kundi の分析によれば、症例対照研究の脳腫瘍患者のう

ちで携帯電話ユーザーの半数以上が、逆のバイアス、つまり「自

分の腫瘍は携帯電話のせいではないことを示すために、ふだん

あてているのとは逆の側にあてていると、間違って回答してい

た」し、また脳腫瘍を発症していない対照群の人では、自分の

あてる側を取り違えて回答する者は誮もいなかったことが示

されている。 

もう一つの大きなバイアスは、コードレス電話に関わる。前

号で述べた「インターフォン研究」は 13 カ国で共通のプロト

コルで行われた大規模疫学研究（症例対照研究）だが、「非曝

露群」（つまり携帯電話を使わないか“通常の使用”以下の頻

度でしか使わない人）に分類された人々には、家庭でのコード

レス電話を使用する人が含まれていた。言うまでもなくコード

レス電話は電波を使っていて、携帯電話と同様のマイクロ波の

曝露をもたらす。ところが、一般的に言って、コードレス電話

での通話時間の方が携帯電話での通話時間より長くなること

が多い。インターフォン研究で「携帯電話使用による脳腫瘍発

症率の増加はみられない」あるいは中には「携帯電話使用によ

り脳腫瘍発症率が低下する」という結果さえ出ていたいことの

一因は、このコードレス電話使用の見落とにあるのではないか、

と Kundi は述べている。 

さらに、症例群（患者群）からデータを徔るときに、どんな

方法を用いたかも影響しているのではないかと Kundi はみる。

携帯電話電磁波との関連が疑われている悪性の神経膠腫や脳

腫瘍を患っている人では、患者によって思い出しの能力に差異

が見られることがある。また、曝露の見積もりについても、電

話でのインタビューで答えてもらった場合（インターフォン研

究はこれに相当）と、書面による回答（疫学調査でよくとられ

る方法）では、患者の答が違ってくることも考えられる、と

Kundi は指摘する。 

現時点で科学的に示唆できるリスクの程度はどれほどだろ

うか。Kundi は「携帯電話の使用と神経膠腫のリスクとの関連

は、タバコの受動喫煙と肺ガンのリスクの関連と同程度のもの

になるのではないか」とみている。後者はそれなりに強い因果

関係があることがわかっているが、携帯電話についても同程度

であろうとみなす理由は 2 つある、と Kundi は言う。一つは脳

腫瘍の長い潜伏期間。もちろん潜伏期間の長さとリスクの大き

さとの関連を説明できる定量的なデータがあるわけではない

が、概して、潜伏期が長くなるとリスクは大きくなりがちであ

る。もう一つは、Hardell らが 2005 年の論文で示した、「一般

的に、田舎の方が都会に比べて（電波の通りをよくするために）

より強い電磁波が端末から放尃されているが、脳腫瘍リスクの

高まりもそれに応じている」という研究結果である。 

 

 

 

携帯電磁波と脳腫瘍 Part２ 
今月の 
要点 

http://www.brain-surgery.us/mobph.pdf
http://www.brain-surgery.us/mobph.pdf
http://doctoralcarrasco.blogspot.com/2009/04/blog-post_9953.html
http://doctoralcarrasco.blogspot.com/2009/04/blog-post_9953.html
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論文“Cell phones and brain tumors: a review including the long-term epidemiologic data”Vini G. Khurana et al 2009 より 

表 1 「10 年もしくは 10 年以上の携帯電話の長期使用者についての疫学研究のメタ分析」 

ca/co：case [症例群：この場合は腫瘍をは発症した患者]と contorol[対照群]の略。それぞれの人数を示す。 

OR：オッズ比（相対リスク、これが 1 より大きくなると「リスクが増加する」とみなす） 

95%CI：95%信頼区間（この数字の区間が 1 を超えていると「統計的に有意である」とみなす） 

世界全体での全人口に占める携帯電話の契約者数の割合の推移（先進国、途上国、全世界） 

上記論文より転載 [縦軸は普及率、横軸は年] 
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とにかく、覗いてみてください……。毎月 4 つを紹介。 

●シリーズ・追跡 『四国新聞社』の充実の長期シリー

ズ。時事問題の背景を深く掘り下げている。 

●ジャパン・フォー・サステナビリティ環境に関する

新しい動きが丁寧にフォローされている環境ニュース百科。 

●Because It's Ｔhere 新聞などの報道記事を取り上げ

て、主に法律の観点から考察を加えているブログ。 

● GezondheidsraadThe Health Council of the 

Netherlands のホームページ。報告書類が優れている。 

詳しくはホームページをご覧ください。 

●5 月 29 日（金）午後 7 時～ 市民科学研究室にて

市民科学研究室・総会 【同封の議案書を参照】 

●7 月 12 日（日）町田市にて 

子ども料理科学教室 出前授業（「発酵」の授業） 

●7 月 16 日（木）午後 6 時半～9 時 

こどもを産むという選択 

～現代日本の未妊・丌妊・高齢出産事情 

講師：河合蘭さん（出産ライター） 

場所：アカデミー文京・学習室 

（シビックセンター地下 1 階、春日駅から徒歩 1 分） 

参加費：1000 円 

尐子化ではあっても、女性たちの心の中で子どもは希

尐な存在として関心を集め始めています。しかし、問題

は「いつ産むか」です。今、若い女性にはやらなければ

ならないことはたくさんあり、しかし人生の中で出産で

きる時間は限られています。人間の女性の生殖機能は、

１０歳代の後半から出産し始め、１０人弱を出産して４

０代中頃になくなっていくのが原形です。身体と頭の

「産みたい時期」がどんどんずれていく現代。このジレ

ンマは解決できるのでしょうか。 

●7 月 20 日（月、祝日）午後 2 時～5 時半 

長崎原爆投下の経緯を再構成する 

講師：桑垣豊さん（近未来生活研究所） 

場所：アカデミー向丘（南北線東大前駅から徒歩 3 分） 

参加費：無料 

 1945 年８日９日を中心に長崎原爆投下の経緯を、最新

の公開情報を生かした研究成果から、構成して説明しま

す。テニアンから、天候の都合で屋久島を経由したボッ

クスカーは、小倉攻撃を３度試みながら前日の空襲の煙

と、日本軍による迎撃をさけるため、長崎に向かいます。

長崎も曇っていたためレーダーだけによる攻撃を実行

します。（通説の目視攻撃はまちがい） 前後の話題と

して、風船爆弾によるプルトニウム生産工場を停電に追

い込んだこと。８月８日まで長崎型原爆の調整がおわら

なかったこと。広島攻撃では乗務員が捕まった場合の対

策として、自決用青酸カリを用意していたこと、などに

も触れます。 さらに、テレビでよく見る長崎原爆投下

直後の映像を、カットの順番を独自に修正したものを 

お見せします。（３分間）その際、どちらの方向から撮

影しているかも判明しました。 今までの長崎原爆投下

のイメージは大きく変わると思います。 

 

市民科学研究室が毎月提供する記事・論文はすべて、

どなたでもホームページからダウンロードできるように

しています。今月は 4 本を掲載します。 

まず、五島綾子さん（サイエンスライター、元静岡県

立大学教授）の連載「科学技術コミュニケーションを問

う」の第 4 回目★「技術評価の主役は消費者」です。

WHO の DDT によるマラリア対策をとおして科学と消費

者との関係を考えます。 

次に、市民研の小林友依による、「子ども料理科学教

室」の第 10 番目（最終）の実験講座メニュー★「マイ・
レシピで美味しく作ろう！ ～煮物、炒め物、和
え物、デザート…に挑戦！」の実施報告です。こ

こ 3 年ほどをかけて作った 10 個のプログラムはそのすべ

ての実施報告を市民研のホームページに掲げています。

ぜひご覧下さい。また 6 月末には、フルカラーの紹介パ

ンフレットも出来上がってきます。お楽しみに。 

今回のテーマである携帯電磁波問題は、ヨーロッパや

オーストラリアでは最近ＴＶやラジオのトーク・討論番

組にとりあげらえるようになってきています。日本とは

大きな違いがあると感じざるを徔ません。ここでは杉野

実さんと上田昌文の翻訳によって、携帯電磁波リス
クに関するオーストラリアの 2 つのＴＶ番組
（4 月 2 日のＡＢＣの「科学者が率直に語る、ガンとの

関連」と 4 月 3 日の『お目覚めコール』での放映）のス

クリプトを紹介します。 

さらにナノテクリスク研究会のメンバーである江間有

沙（東京大学大学院）によるレポート「情報技術によ
る子どもの安心と安全」。これは自治体での “児童

見守りシステム”の導入の実証実験を現地で調査した貴

重な報告です。 
 

市民研 関連イベント 

四角で囲った資料（○○○）は、その資料名などを入力して検索す
れば本体そのものを簡単に PDF ファイルなどでダウンロードでき
ます。★を付けたものは、市民科学研究室のホームページに掲載し

ています。お問い合わせくだされば、どの資料につきましてもより
詳しい紹介をさせていただきます。 

今号の記事論文から 

 

こんな団体・サイト・ブログに出会った！  

【会員へのお願い】リーフレットや『市民科学』をいろいろ

な所で配ったり、人が集う場所に置いたりできる方を募集！

【会員へのお誘い】市民研メーリングリスト（現在 40 数名）

に加入して、いろいろな意見のやりとりしたい方を募集！ 

以上、詳しくはホームページをご覧ください。 

広報サポーター／ML 参加者を募集中！ 

 
『babycom EYE 子どもと電磁波』発売中 

 

 

市民研の上田が監修し

ました。電磁波問題入門

書として最適だと、大変

好評です。フルカラー32

ページ、1 冊 500 円です。

お求めは市民科学研究

室まで。送料はこちらで

負担いたします。 

http://www.shikoku-np.co.jp/feature/tuiseki/index.htm
http://www.japanfs.org/ja/
http://sokonisonnzaisuru.blog23.fc2.com/
http://www.gr.nl/index.php

